
特定キ曽祠活腱法人こすもすのみらい  定欧

第 1章 ● 用

(名  称 )

第 1条  この法人は、特定非営利活動法人こす もすのみ らいとい う。

(事 務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都西東京市保谷町三丁 目23番 4号 に置く。

(目  的 )

第 3条  この法人は、世界諸国の若者、学生等を対銀 として、留学生、研究者、研修生等の受け入れ事業、日本語習得、研

究、教育、研修活動支援事業、世界諸国民を対象に、交流の場 として会館および宿泊の提供、運用事業を行い、観光の振興を通

して地 域 の活 性 化 及 び ま ちづ く りの 推 進 に取 り組 み 、世界諸国 と日本国の相互交流を促進することにより、世界諸国及び

我が国の発展に寄与することを目的 とする。

また、広 く障がい者を対象 として、雇用促進事業、社会参加協力事業を行い、障がい者の社会参加への促進に寄与することを目

的 とす る。

(特 定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行 う。

(1)保健、医療又は福社の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)観光の振興を図る活動

(4)国際協力の活動

(5)子 どもの健全育成を図る活動

(6)職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

(事 業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条 の 目的を達成するため、特定非営利活動に係 る事業 として、次の事業を行 う。

(1)世界諸国からの留学生受け入れ、 日本語習得支援、生活支援、就業支援事業

(2)世界諸国民と日本国民交流の場を提供す る事業

(3)障 がい者の雇用促進、社会参加をサポー トする事業

(4)観光の振興を通 して地 域 活 性 化 。ま ちづ く りの 推 進 を図 る事 業 及び旅行事業

(5)上記事業に関する情報提供事業

(6)そ の他 目的を達成するために必要な事業

第 2章 会 員

(種 別 )

第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以 下 「法」 とい う。)上の社員 とする。

(1)正会員  この法人の目的に賛同 して入会 した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同 じ贅助するために入会 した個人及び団体

(入  会)

第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。

2 会員として入会 しようとするものは、理事長が別に定める人会申込書により、理事長に申し込むもの とす る。

3 理事長は、前項の申し込みがあつたとき、正当な理由がない限 り、入会を認めなければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、遠やかに、理由を付 した書面をもって本人にその旨を通知 しなければ

ならない。

(入 会金及び会費 )

第 8条  会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入 しなければならない。



(会 員の資格の■失 )

第 9彙  会員が次の各号の一に臓当する颯合には、その資格を喪失する。

(l)遭会目の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失瞭
=告

を受け、又は全員である団体が消滅 したとき。

(3)継続 して 1年 以上会費を澤納 したとき。

(4)除名されたとき。

(遇  会 )

第 10彙  全員は、理事長が用に定める遭会用を理事長に提出 して、任■に退会することができる。

名 )

会員が次の各号の一に醸当する場合には、総会の臓決により、これを除名することができる。

(1)こ の定状に違反 したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、日決の口に当麟会員に弁明の機会を与えなければならない。

(瞼

第 11彙
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第 3章 役 員

(■用及び定数 )

第 12彙  この法人に、次の役員を置 く。

(1)襲亭 3人以上 フ人以内

(2)監事  1人 以上 2人 以内

2 理事のうち 1人 を理事長とし、 1人 以上 2人以内を副理事長とする。

(選 任■ )

第 13彙  理事及び監事は、総会において菫任する。

2 理事長及び]理事長は、理事の互週 とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配働者着 しくは 3●等以内のヨ族が 1人 を超えて含まれ、又は当麟役員菫

びにその配口者及び 3●専以内の親族が役員の総数の 3分の 1を 超えて含まれることになつてはならない。

4 法第20条各号のいずれかに隣当する者は、この法人の役員になることができない。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を最ねてはならない。

(n 覇 )

第 14彙  理事長は、この法人を代壺 し、その彙覇を総理する。

2 理事長以外の理事は、法人の彙薔について、この法人を代表 しない。

3 ■理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があらか じめ指名 した■序によ

つて、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定軟の定め及び総会又は理事会の臓決に基づき、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行 う。

(:)理 事の業務執行の状況を臓査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を菫査すること。

(3)前 2号の規定による監査の綺暴、この法人の葉務又は財産に日 し不正の行為又は法令着 しくは定敏に違反する■大な事実が

あることを発見 した場合には、これを総金又は所轄庁に報告すること。

(4)前 号の報告をするために10要がある場合には、総会を招魚すること。

(5)■ 事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事にな見を述べること。

(任 期等)

第 15彙  役員の任期は、 2年 とする。ただ し、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任 した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期日 とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が■任するまでは、その職稿を行わなけれはならない。



(欠 員補尭 )

第16条  理事又は監事のうち、その定敏の 3分の 1を超える者が欠けたときは、運澪なくこれを補発 しなければならない。

(解 任 )

第 17彙  役員が次の各号の―に腋当する場合には、総会の目決により、これを解任することができる。

(1)0身 の故障のため、職務の遂行に増えないと認められるとき。

(2)職 務上の義務遭反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、日決の前に当臓役員に弁明の機会 を与えなければならない。

(報口等 )

第 18彙  段員は、その

“

数の 3分の 1以下の範■内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職場を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項 に関 し必要な事項は、総会の日決を経て、理事長が月に定める。

第 4章 会 臓

(種 別 )

第 19彙  この法人の会■は、8会及び理事会の 2種 とする。

2 機会は、通常機会及び饉時機会とする。

(総金の構成 )

第20条 総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権籠 )

第21彙  機会は、以下の事項について議決する。

(i)定軟の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の臓名

(4)事業計画及び予諄並びにその変更

(5)事栞報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(3)入会金及び会■のロ

(9)貴産の管理の方法

(:0)借 入金 (そ の事業年度内の収益をもつて償還する短期僣入金を除 く。第47条において目 じ。

び権利の放棄

(11)解 散における残余財産の

'●

属

(:2)事 務局の組織及び菫営

(13)そ の他ヨ曽に目する重要事項

その他新たな饉務の負担及

(彗 会の日催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。

2 臨時総会は、次に掲 Ifる 場合に開催する。

(1)理事会が必要と躍め、招集の日求をしたとき。

(2)正 会員総数の 5分の 1以上か ら会日の目的を記載 した書面により招集の鵬求があつたとき。

(3)監事が第14彙第 5項第 4号 の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。



2 理事長は、前彙第 2項第 1号及び第 2号の規定による麟求があったときは、その日から30日 以内に臨時総会を招集しなけれ

ばならない。

3 総会を招集するときには、会臓の日時、場所、目的及び審‖事項を記載した書面又は電磁的方法により、開催の日の少なく

とも5日 前までに通知しなけれはならない。

(彗会の議長 )

第24条  鯰会の日長は、その総会に出席 した正会員の中から週出する。

(総会の定足数 )

第25彙  総会は、正全員餞数の 2分の 1以上の出席がなければ日会することはできない。

(鯰会の臓決 )

第26彙  総会における鵬決事項は、第23彙第 3項の規定によつてあらか じめ通知 した事項とする。

2 総会の饉事は、この定薇に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をもって決 し、可否口数のときは、日長の決する

ところによる。

3 理事又は正会員が、機会の目的である事項について提案 した場合において、正会員全員が書面又は電磁的記録により目童の

な思表示をしたときは、当餞撮案を可決する日の社員機会の決臓があつたものとみなす。

(機 会での表決相等 )

第27彙  各正会員の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由により機会に出席できない正会員は、あらか じめ通知 された事項について書面若 しくは電磁的方法をもっ

て衰決 し、又は他の正会員を代理人として衰決を晏任することができる。

3 前項の規定により表決 した正全員は、前 2彙及び次条第 1項の適用については、総会に出席 したものとみなす。

4 総会の日決について、特別の利害口係を有する正全員は、その臓事の■決に加わることができない。

(総会の臓事録 )

第28条  総会の■事については、次の事項を記載 した■事録を作成 しなければならない。

(:)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は壼決晏任者がある場合にあつては、その数を付記する

こと。 )

(3)審鵬事項

(4)■事の経過の輌聾及び醸決の結果

(5)臓事鰊署名人の選任に目する事項

2 腱事録には、日長及び総会において選任された■事録署名人 2人 が、口名押印又は署名 しなければならない。

(理事会の構成)

第20条 理事会は、理事をもつて構成する。

(理 事会の権能 )

第30彙  理事会は、この定歓に別に定める事項のほか、次の事項を目決する。

(1)協会に付■すべき事項

(2)総会の臓決 した事項の執行に目する事項

(3)そ の他8会の日決を要 しない業務の執行に目する事項

(理事会の開催 )

第31条 理事会は、次に掲げる場合に日催する。

(1)理事長が必要と
=め

たとき。

(2)理事総数の 2分の 1以上か ら理事会の目的である事項を記載 した書面により招集の請求があつたとき。



(■事会の招集 )

第32彙  理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、鶴彙第 2号の規定による鯖求があつたときは、その日から14日 以内に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集すると書は、会臓の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書面又は電磁的方法により、開催の日の少な く

とも 5日 前までに通知 しなけれはならない。

(理事会の饉長 )

第 33彙  理事会の日長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の日決 )

第34条 理事会における■決事項は、第32彙第 3項の規定によつてあらか じめ通知 した事項とする。

2 理事会の臓事は、理事総数の過半数をもつて決 し、可否目数のときは、饉長の決するところによる。

(理事会での豪決権等 )

第35条  各理事の表決相は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらか じめ遍知された事項について書面をもつて衰決することがで

きる。

3 前項の規定によ り衰決 した理事は、前彙及び次彙第 1項の適用については、理事会に出席 したものとみなす。

4 理事会の臓決について、特別の利害口係を有する理事は、その議事の臓決に加わることができない。

(理 事会の日事録 )

第36条  理事会の■事については、次の事項を日載 した■事鰊を作成 しなければならない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者敗及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記すること。

(3)=臓事項

(4)■事の経過の概要及び臓決の錨果

(5)■亭餞署名人の選任に関する事項

2 ■事鰊には、■長及びその会■において選任された■事鰊署名人 2人 が日名押印又は署名 しなければならない。

第 6章 資 産

(■ 産の構成 )

第37彙  この法人の資産は、次の各号に掲 |ザ るものをもつて構成する。

(1)設立当初の財産目鰊に出載された資産

(2)入金金及び会費

(3)寄‖金品

(4)財産から生 じる収益

(5)事果に伴 う収益

(6)その他の収益

(■ 産の区分 )

第38条  この法人の■産は、特定葬営利活鵬に係る事業に目する責産、その他の事業に目する費産の 2種 とする。

(■ 度の管理 )

第39彙  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 6章 会 計

(会 計の原則)

第40彙  この法人の会計は、法第27彙各号に掲げる暉用に従つて行わなければならない。



(会 計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非言利活助に係る事業会計、その他の事業会計の 2種 とする。

(事 業年度 )

第42彙  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり.里 年 3月 3'日 に終わる。

(事業計■及び予算 )

第43条  この法人の事集計日及びこれに伴 う予算は、毎事栞年度、理事長が作成 し、総会の臓決を経なければならない。

(暫 定予算)              '

第44彙  前彙の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立 しないときは、理事長は、理事会の口決を経て、予算成立の

日まで前事彙年度の予算に準 じ収益費用を口 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予 算の追加及び更正 )

第45彙  予算成立後にやむを得ない亭由が生 じたときは、総会の日決を経て、既定予算の追加又は更正をすることができる。

(事 業報告及び決算 )

第46条  この法人の事彙報告書、活動計算書、■僣対廂表及び財壼目鰊専決算に目する書類は、毎事業年度綺了後、速やかに、理事

長が作成 し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨 機の措置 )

第47条  予算をもって定めるもののほか、僣入金の借入れその他新た  な義務の負担をし、又は権利の放素をしようとするとき

は、彗会の臓決を軽なければならない。

第 7章 定軟の変更、解散及び合併

(定 欧の壼更 )

第48条  この法人が定歓を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の 3以上の多敷による■決を饉、かつ、法第25条

第 3項 に規定する事項については、所‖庁の腱Eを得なけれはならない。

2 この法人の定はを■更 (前 項の規定によ り所轄庁の□饉を得なければならない事項を除 く。)し たときは、所轄庁に屈け出

なければならない。

(解  散 )

第40彙  この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決饉

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手撓口始の決定

(6)所轄庁による設立の麗饉の取消 し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分 の 3以上の口決を経なければならない。

3 第 1項第 2号 の事由によりこの法人が解散するときは、所軸庁の認定を得なければならない。

(残 余財産のロロ )

第50彙  この法人が解散 (合 併又は破産手餞開始の決定による解散を除 く。)し たときに残存する財産は、法第 11条第 3項 に掲げる

者の うち、総会において議決 したものに朧渡するものとする。



(合  併 )

第51条  この法人が合併 しようとするときは、機会において正会員

“

敗の 4分の 3以上の口決を経、かつ、所轄庁の巴巨を得なけれ

ばな らない。

第 8章 公告の方法

(公 告の方法 )

第52彙  この法人の公告は、この法人の相示場に掲示するとともに、官報に掲織 して行う。ただ し、法第28彙の 2第 1項 に規定する

賃借対熙表の公告については、この法人のホームページにおいて行 う。

第 9章 事秘局

(事 務局の設置 )

第53彙  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設■することができる。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行 う。

(組織及び運営 )

第55条 事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、働会の臓決を経て、理事長が別に定める.

第:0章 雑 馴

(綱  日 )

第56彙  この定欧の施行について必要な欄日は、理事会の日決を経て、理事長がこれを定める。

附 用

, この定軟は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとお りとする。

藤 井  清 胃

北 原  智 羹

人の設立当初の役員の任期は、第 :5彙 第 1項の規定にかかわ らず、この法人の成立の日から平成31年 6月 30日 までとす

る。

4 この法人の讚立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわ らず、この法人の成立の日から平成3:年 3月 3:日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計口及び予算は、第43彙の規定にかかわ らず、設立総会の定めるところによる。

0 この法人の設立当初の人会金及び会費は、第 3彙の規定にかかわ らず、次に掲 :ザ る額 とする。

(1)入金金 正会員 (個 人・団体)30万 円 賛助会■ (個 人・団体) 0円

(2)年会費 正会員 (■ 人・団体)0円  賛助会■ (個 人・団体)1口 1万 円

(1口 以上 )

長

事

事

事

法

事
　
　
　
　
　
　
の

理

理

理

監

こ

●

●

光
　
籠

田

　

上

石
　
江



書式第8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人こ土上立の塾らい

1 事業実施の方針

今年度は当法人の知名度を上げる目標も含め、事業の基礎を整備することを重点に置く。当法人の支援活動を充実させるため、行政

及び民間の様々な情報、資料の収集に力を入れ、普及活動を通 じて当法人の活動に関心のある個人、団体への周知を図りたい。情報提供

と並行して本来事業に関してもスター トアップから始め、基盤づくりを進めたい。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 4∞0 】千円)

定急に記載

された

事業名

事業内容 同時 場 所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

世界諸国からの留

学生受け入れ、日

本語取得支援、生

活支援、就業支援

事業

世界諸国からの留学生に対 し、日

本での生活、就労に関する相談を

実施する。

9月

3月
部内東京 5人 留学生 1∞ 人 1∝Ю

世界諸国民と日本

国民交流の場を提

供する事業

中国書道家を招待し、日中書道家
と交流会を露催する。

日本国民含めて世界諸国民書道愛

好者書道体験を実施する。

7月

書道体験は

二ヶ月に一

回

東京都内
5人 世界諸国民

と日本国民
2∞ 人 1∝Ю

障がい者の雇用促

進、社会参加をサ

ポー トする事業

進路相談、職業紹介に行ける職業

相談、職業能力開発おける相談キ

ャリア形成をカウンセンリングす

る。

随時 東京都内 3人 障害者 1∞ 人 500

観光の振興を通し

て地域活性化・

まちづ くりの推

進 を図 る事業及

び旅行事業

観光の振興には観光消費の拡大を

目的とする、インフルエンサー又

はメディアを活用し、知名度向上

及び来訪意欲を喚起する。

旅行業事業には訪日意欲が高い訪

日リピーター層に向けて積極的に

取り込み、たとえば新演県の観光

需要を高めたい場合、清水園や

城 下町 等 か ら歴 史や 文化 に

触れ、月岡温泉や歴 史探勝の

道 か ら 自然 に触れ る ツア ー

を実施す る。

8月 、10月 、
12月 、2月

日本国内 3人 日本各地 lαЮ 人 I〈XЮ

上記事業に関する

情報提供事業

ホームページの作成、活動内容の

紹介。 随時 法人事務局 3人
日本全国及
び世界諸国

2∞D人 500



令和 8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人こすもすのみらい

1 事業実施の方針

事業拡大に伴いガイ ドプックを作成し、従業員増加等法人の支援活動を充実させる。キャリアコンサルタントを常段させ、障がい者

と留学生を受け入れやすい体‖づくりを行 う。日本籠習得支援、生活支援も日程にいれ実施する。国際相互理解を目的とした交流の場と

して書道室を開設する。また、地域課題の解決や地域活性化及びまちづくりの推進取り組み、市民の協力を得ながら活動に通して資源を

有効に活用することにより、良好な自然環境の維持、地域の人々及び訪れた人々の心身健全な発展を図りたい。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【6800】 千円)

定秋に記載された事業名 事業内容 同時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対魚者

人数

事業費
(千円)

世界諸国からの留学生受け

入れ、日本語習得支援、生

活支援、就業支援事業

世界諸国からの人々に対
して、日本語教室を開催
し、生活に関する相談会

を実施する。

月に一回 東京都内 7人 世界諸国の

人々
150人 1500

世界諸国民と日本国民交流

の場を提供する事業

書道教室開催する。

世界諸国民と交流会を開

催する。

書道室二回

世界諸国民

交 流 会 7

月、

東京都内 7人 世界諸国民

と日本国民
2∞ 人 2∝Ю

障がい者の雇用促進、社会

参加をサポー トする事業

前年度に引き続き (進路

相談、職業紹介に行ける

職業相談、職業能力開発
おける相談キャリア形成

をカウンセンリングする

等)障害者に対し、当法

人の活動を通じて就業体

験講座を実施する。

コンサルデ

ィグ業務随

時

講座実歯ニ

ヶ月に一回

都内 5人
障碍者

15(人 lⅨЮ

観光の振興を通して地域

活性化 。まちづ くりの

推進 を図 る事業及び旅

行事業

観光振興には地方観光資

源の特性 を活か しなが

ら、誘致範囲を拡大する、
群馬県、栃木県、東京都
まで広げて、イベン トを

開催 し活動を通して、リ
ピー ター の増 加 や 新
た な観 光 客 を誘 致 す
る。
地域への経済効果の高い

滞在型旅行、新潟～東京、
東京～新潟ツアーを実施

する。

6月 、8月 、

10月 、2月
日本国内 5人 日本各地 3∞0人 2∝Ю

上記事業に関する情報提供

事業

ガイ ドプックを作成 随時 法人事務局 3人
日本全国及
び世界諸国

3∝Ю 300



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係)

7年度 活動予算書 (その他事業が∠塾
`主

場合)

設立 口定款変更用

特定非営利活動法.こ すもすみらい

2,400,000

2.4Ю.0∞

100,000

:00.0∞

(1)世界諸国からの留学生受け入れ、日本語習得支援、生活支援、■業支援
(2)世界諸国民と日本国民交流の場を提供する事業

正会員受取会費

受取補助金

2

3

5

ζい の

受取利思

(6)上記事業に関する情報提供事業

サポー ト
の 化・まちづくり通して を図る

受取寄附金
施設等受入評価益

∞

∞

∞

００

００

ｍ

ｍ

５ｏｏ

ｍ

鰤 3,ⅨЮ,000

7 1田X

2,400,∞0
240,000

2.640.000

B
1

2

2

給料手当
福利厚生費

会議費
旅費交通費
車両費
消耗品
印刷製本費

役員報酬
福利厚生費

消耗品費
水道光熟費
通信運搬費
旅費交通費
その他の経費

100,000
220,000
100,000
90,000

30(),000

550.000
1.300.000
4.∞0.ⅨЮ

∞

００

００

∞

1.4Ю .000

50,000
10,(XЮ

40,∝Ю

2∞,∝Ю

l()(),0()()

4Ю.αЮ

1.田0,ⅨЮ

5.1厠0.000
【AI B 1.まЮ.αЮ

過年度損益修正益
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書式第 9号 (法第 10条 。第 25条関係)

8年度 活動予算書 (その他事業が上登場合)

設立・定款変更用

特定非営利活動法.こ すもすみらい

単位 :円

2,400,000

2.4Ю .αЮ

200,000

χn αЮ

(1)世界諸国からの留学生受け入れ、日本語習得支援、生活支援、就業支援
(2)世界諸国民と日本国民交流の場を提供する事業

正会員受取会費

受取補助金

，

『

ｎ

）

4

5

受取利息

(6)上記事業に関する情報提供事業

が レ

国 る・まちづくりの び旅行事彙

受取寄附金
施設等受入評価益

1,500,000
2,000,000
1,000,000
3,000,000

300,000 7.8∞,αЮ

10.400.000

4,700,000
470,000

5,:■ 000

2

2

給料手当

福利厚生費

役員報酬
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
旅費交通費
その他の経費

ｏｏｏ

ｍ

ｏｏｏ

ｍ

８０

”

∞

∞

130,000
250,000

1.630.000
6.まЮ.Oα

０

０

４０

２４

2.“0.000

1(Ю ,∞0
50,000
100,000
200,000
100,000

550(XЮ
3.100.(XX

a■Ю.αЮ
当 期 経 常 増 二 ■ A 410.000

過年度損益修正益

災害損失
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:.010.7α

`
=||||||||||lr】||【

'1日

||‖||口 S:|1目『 ヨ:■|

■■:騒』 L

涸田 Elヨ
■EI=i`ロ

:

■i_

，
Ｄ

‥

■

■

ЛE.■::■ l

■E』L屁 ‖E.‐ =

i口■■ 四

「

ヨ■
|■‖ L涵 ■ 島 ;

」口■ _■″■
日■]E]E

1■ 、■LE′腱 」Lヨ ニロ ニ ■ 1‐ _■0)uqEE■ 【:】■■■■

r百 司Eヨ ■「‐
~¬

“
嵐

|二 |

(2,その値経費
会議費
旅費交通費
車両費
消耗品
印刷製本費

睡壼誠重L._._._._._._._._._._._._._.__._.___.____._._._.___

;_I

法人祝、住民祝及び事栞税
前期繰越正味財産額  ・・

④

⑤

,+0


